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経営委員会規程（平成31年規程第20号）の一部を次のとおり改正する。 

令和３年 月 日改正 

経営委員会 

新 旧 

経営委員会規程 

 

平成31年規程第20号 

平成31年３月７日制定 

令和元年６月６日改正 

令和元年12月２日改正 

令和２年３月９日改正 

令和３年３月26日改正 

令和３年 月 日改正 

 

 

第１条～第12条の２ 略 

 

  

別表（第２条第１項第20号関係） 略 

 

 

附 則 

略 

 

 

 

 

 

 

 

経営委員会規程 

 

平成31年規程第20号 

平成31年３月７日制定 

令和元年６月６日改正 

令和元年12月２日改正 

令和２年３月９日改正 

令和３年３月26日改正 

 

 

 

第１条～第12条の２ 略 

 

  

別表（第２条第１項第20号関係） 略 

 

 

附 則 

略 
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新 旧 

【報告書様式】 

  

 

【報告書様式】 

  

 

年  月  日

 
金融事業者からの研究助成等に関する報告書 

 
 
 
                                （氏名）             
                                     
 
① 直近１年間における同一の金融事業者からの、個人として、1 年度あたり 50 万円以上の報酬等の受領の

有無について 
該当の有無 金融事業者の名称 受領年度 

☐有 

☐無 

 
  年度 

 
 
② 直近１年間における個人の研究及び所属する研究室等に対する金融事業者からの寄付の有無について 

該当の有無 金融事業者の名称 受領年度 研究テーマ名 使途 金額 

☐有 

☐無 

 
  年度 

   

  ※報告者以外の研究室等所属者個人の研究充ての奨学寄附金は対象外です。 

 
 
③ 直近１年間における個人の研究及び所属する研究室等に対する金融事業者からの委託・請負事業、共同研

究の有無について 
該当の有無 金融事業者の名称 実施年度 契約形態 研究テーマ名 使途 金額 

☐有 

☐無 

 
  年度 

☐委託・請負 

☐共同研究 

   

  ※国の研究の一部として行われる研究事業は対象外です。 

  

 

注１ 様式内に収まらない場合には、各欄を追加又は別葉にご記載願います。 
注２ 「金融事業者」とは、銀行業、信託業、金融商品取引業、生命保険業その他の金融業（これらに類似し、

又は密接に関連する事業を含む。）を行う者をいいます（経営委員会規程第９条第１項に規定）。 
注３ 経営委員会の委員長又は委員若しくは理事長に新たに就任した場合又は初めて本報告書を報告する場

合には、「直近１年間」を「直近３年間」と読み替えるものとします。 

年  月  日

 
金融事業者からの研究助成等に関する報告書 

 
 
 
                                （氏名）           ㊞ 
                                     
 
① 直近１年間における同一の金融事業者からの、個人として、1 年度あたり 50 万円以上の報酬等の受領の

有無について 
該当の有無 金融事業者の名称 受領年度 

☐有 

☐無 

 
  年度 

 
 
② 直近１年間における個人の研究及び所属する研究室等に対する金融事業者からの寄付の有無について 

該当の有無 金融事業者の名称 受領年度 研究テーマ名 使途 金額 

☐有 

☐無 

 
  年度 

   

  ※報告者以外の研究室等所属者個人の研究充ての奨学寄附金は対象外です。 

 
 
③ 直近１年間における個人の研究及び所属する研究室等に対する金融事業者からの委託・請負事業、共同研

究の有無について 
該当の有無 金融事業者の名称 実施年度 契約形態 研究テーマ名 使途 金額 

☐有 

☐無 

 
  年度 

☐委託・請負 

☐共同研究 

   

  ※国の研究の一部として行われる研究事業は対象外です。 

  

 

注１ 様式内に収まらない場合には、各欄を追加又は別葉にご記載願います。 
注２ 「金融事業者」とは、銀行業、信託業、金融商品取引業、生命保険業その他の金融業（これらに類似し、

又は密接に関連する事業を含む。）を行う者をいいます（経営委員会規程第９条第１項に規定）。 
注３ 経営委員会の委員長又は委員若しくは理事長に新たに就任した場合又は初めて本報告書を報告する場

合には、「直近１年間」を「直近３年間」と読み替えるものとします。 
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附 則（令和３． ． 改正） 

この改正は、令和３年５月１日から施行する。 

 

 



 

1 

倫理規程（平成31年規程第８号）の一部を次のとおり改正する。 

令和３年 月 日改正 

経営委員会 

新 旧 

倫理規程 

 

平成31年規程第８号 

平成31年１月21日制定 

令和３年 月 日改正 

 

 

第１条～第22条 略 

 

  

附 則 

略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

倫理規程 

 

平成31年規程第８号 

平成31年１月21日制定 

 

 

 

第１条～第22条 略 

 

  

附 則 

略 
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新 旧 

 様式１飲食届出書（第11条関係） 

   

 

 様式１飲食届出書（第11条関係） 

   

 

 

飲   食   届   出   書 

 

 倫理規程第11条に基づき、下記の飲食について届け出ます。 

 

        年  月  日 

 

（所属部署）           

（役  職）           

（氏  名）           

 

記 

 

飲食を共に

する利害関

係者 

名   称 
 

所 在 地 
 

出席者氏名及

び役職（代表

者） 他    人 

職員の職務と相手方の利害関

係 

 

飲食の目的 

 

飲食の場所、住所 

場所： 

 

住所： 

日   時   年  月  日（  ）  ：  ～  ： 

自己負担見込額 自己負担見込額             円 

飲食を共にする利害関係者以

外の者の有無・人数 
      有（   人）・ 無 

 

 ※ 保存期間については、届出をした日の属する年度の末日から起算して５年を経過す

る日まで保存する。 

 

飲   食   届   出   書 

 

 倫理規程第11条に基づき、下記の飲食について届け出ます。 

 

        年  月  日 

 

（所属部署）           

（役  職）           

（氏  名）        印  

 

記 

 

飲食を共に

する利害関

係者 

名   称 
 

所 在 地 
 

出席者氏名及

び役職（代表

者） 他    人 

職員の職務と相手方の利害関

係 

 

飲食の目的 

 

飲食の場所、住所 

場所： 

 

住所： 

日   時   年  月  日（  ）  ：  ～  ： 

自己負担見込額 自己負担見込額             円 

飲食を共にする利害関係者以

外の者の有無・人数 
      有（   人）・ 無 

 

 ※ 保存期間については、届出をした日の属する年度の末日から起算して５年を経過す

る日まで保存する。 
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新 旧 

 様式２講演等承認申請書（第14条関係） 

   

 

 

 

 

 

 

 様式２講演等承認申請書（第14条関係） 

   

 

 

講 演 等 承 認 申 請 書                

 

 

 倫理規程第12条第１項に基づき、下記の講演等について承認されたく申請いたします。

 

 

        年  月  日         所属・役職            

氏   名           

 

記 

依 頼 者 
名 称  

所 在 地  

依頼者との職務上の利害関係  

提供する

役務等 

種 類 
□講演 □討論 □講習における指導 □研修における指導 

□寄稿 □著述 □監修 □編さん  □その他（   ） 

概 要  

報酬及びその積算 受領額  内 訳  

依頼を受けた理由  

 ※１）依頼書等参考となるものがあれば添付すること。 

 ※２）概要の欄は、講演等にあっては、名称、参加資格、テーマ及び開催日時・場所・

所在地等を、寄稿等にあっては、出版物の名称、テーマ又は業務内容及び頁数等

を記入のこと。 

 ※３）報酬及びその積算欄は、依頼者から受領した総額（税込額）を記入し、さらに

報酬及び実費相当額（資料作成費、交通費、宿泊費等）の内訳を記入すること。 

 

 

※ 保存期間については、許可をした日の属する年度の末日から起算して５年を経過する

日まで保存すること。 

 

講 演 等 承 認 申 請 書                

 

 倫理規程第12条第１項に基づき、下記の講演等について承認されたく申請いたします。

 

        年  月  日         所属・役職            

氏   名        印  

 

記 

依 頼 者 
名 称  

所 在 地  

依頼者との職務上の利害関係  

提供する

役務等 

種 類 
□講演 □討論 □講習における指導 □研修における指導 

□寄稿 □著述 □監修 □編さん  □その他（   ） 

概 要  

報酬及びその積算 受領額  内 訳  

依頼を受けた理由  

 ※１）依頼書等参考となるものがあれば添付すること。 

 ※２）概要の欄は、講演等にあっては、名称、参加資格、テーマ及び開催日時・場所・

所在地等を、寄稿等にあっては、出版物の名称、テーマ又は業務内容及び頁数等

を記入のこと。 

 ※３）報酬及びその積算欄は、依頼者から受領した総額（税込額）を記入し、さらに

報酬及び実費相当額（資料作成費、交通費、宿泊費等）の内訳を記入すること。 

 

承      認      書 

 

 上記の申請を   許可する  ／  許可しない 

 

       年  月  日 

倫理監督者 

倫理管理者 

氏   名        印 

 

※ 保存期間については、許可をした日の属する年度の末日から起算して５年を経過する

日まで保存すること。 
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新 旧 

 様式３贈与等報告書（第15条関係） 

   

 様式３贈与等報告書（第15条関係） 

   

年  月  日提出  

贈 与 等 報 告 書                

   
倫理監督者
倫理管理者

     
 
殿
 

（所 属）           
（役 職）           

（氏 名）           

贈与等又は報酬の支払を受けた年月日        年   月   日 
贈与等又は報酬の支払の基因となった
事実 

□会合等への出席 
 （会合名、内容等：                       ） 
□著述 
 （著作物の名称、著述内容等：                  ） 
□講演 
 （講演の題名・内容、年月日、場所等：              ） 

□その他 

贈与等又は報酬の内容 □金銭 
（□原稿料 □印税 □講演料 □その他（             ）） 
□金銭以外 
  内容： 

贈与等により受けた利益又は支払を受
けた報酬の価額 

                    円 
（講演等の時間数又は原稿枚数（400字詰原稿用紙）：         ） 

上欄に推計した額を記載している場合
にあっては、その推計の根拠 

□販売業者への販売価格の照会に対する回答による価額 
□カタログに記載された価格に基づく価額 
□主催者側に総額を確認し、出席者数で等分した価額 
□店側へ総額を確認し、出席者数で等分した価額 
□その他 

供応接待を受けた場合にあっては、そ
の場所の名称及び住所並びにその場に
居合わせた者の人数及び職業 

場所の名称： 
   住所： 
□多数の者が居合わせた立食パーティー等の場合 
   人数（概数）：        名 
□その他の場合 
   人数：        名 
   職業： 

贈与等をした事業者等又は報酬を支
払った事業者等の名称及び住所 

事業者等の名称： 
事業者等の住所： 

役員等が事業者等の利益のために贈与
等を行った場合にあっては、当該役員
等の役職又は地位及び氏名（当該役員
等が複数の場合にあっては、当該役員
等を代表する者の役職又は地位及び氏
名を記載） 

役員等の役職又は地位： 

役員等の氏名： 

贈与等をし、又は報酬の支払をした事
業者等と職員の職務との関係及び当該
職員が属する部署との関係 

職務との関係： 
所属部署との関係： 
□利害関係あり→□講演等の場合、事前に倫理監督者等の承認あり 
□利害関係なし 

 （注）贈与等又は報酬の支払１件につき１枚に記入する。 

年  月  日提出  

贈 与 等 報 告 書                

   
倫理監督者
倫理管理者

     
 
殿
 

（所 属）           
（役 職）           

（氏 名）        印  

贈与等又は報酬の支払を受けた年月日        年   月   日 
贈与等又は報酬の支払の基因となった
事実 

□会合等への出席 
 （会合名、内容等：                       ） 
□著述 
 （著作物の名称、著述内容等：                  ） 
□講演 
 （講演の題名・内容、年月日、場所等：              ） 

□その他 

贈与等又は報酬の内容 □金銭 
（□原稿料 □印税 □講演料 □その他（             ）） 
□金銭以外 
  内容： 

贈与等により受けた利益又は支払を受
けた報酬の価額 

                    円 
（講演等の時間数又は原稿枚数（400字詰原稿用紙）：         ） 

上欄に推計した額を記載している場合
にあっては、その推計の根拠 

□販売業者への販売価格の照会に対する回答による価額 
□カタログに記載された価格に基づく価額 
□主催者側に総額を確認し、出席者数で等分した価額 
□店側へ総額を確認し、出席者数で等分した価額 
□その他 

供応接待を受けた場合にあっては、そ
の場所の名称及び住所並びにその場に
居合わせた者の人数及び職業 

場所の名称： 
   住所： 
□多数の者が居合わせた立食パーティー等の場合 
   人数（概数）：        名 
□その他の場合 
   人数：        名 
   職業： 

贈与等をした事業者等又は報酬を支
払った事業者等の名称及び住所 

事業者等の名称： 
事業者等の住所： 

役員等が事業者等の利益のために贈与
等を行った場合にあっては、当該役員
等の役職又は地位及び氏名（当該役員
等が複数の場合にあっては、当該役員
等を代表する者の役職又は地位及び氏
名を記載） 

役員等の役職又は地位： 

役員等の氏名： 

贈与等をし、又は報酬の支払をした事
業者等と職員の職務との関係及び当該
職員が属する部署との関係 

職務との関係： 
所属部署との関係： 
□利害関係あり→□講演等の場合、事前に倫理監督者等の承認あり 
□利害関係なし 

 （注）贈与等又は報酬の支払１件につき１枚に記入する。 
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新 旧 

 様式４株取引等報告書（第16条関係） 

   

 様式４株取引等報告書（第16条関係） 

   

年  月  日提出  

 

株 取 引 等 報 告 書                

 

   倫理監督者 殿 

（所属部署）           

（役  職）           

（氏  名）           

 

 年 月 日 株券等の種類 銘  柄 数 対価の額 

取 
 
 
 

得 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

譲 
 
 

 

渡 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

 （注） 

 １ 「株券等の種類」欄には、株券、新株予約権証券又は新株予約権付社債券（これ

らが発行されていない場合にあっては、その種類に応じ、株主権、新株予約権又は

新株予約権付社債）の別を記載する。２において同じ。 

 ２ 「数」欄には、新株予約権付社債券の場合にあっては、その額面金額を記載する。 

年  月  日提出  

 

株 取 引 等 報 告 書                

 

   倫理監督者 殿 

（所属部署）           

（役  職）           

（氏  名）        印  

 

 年 月 日 株券等の種類 銘  柄 数 対価の額 

取 
 
 
 

得 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

譲 
 
 

 

渡 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

 （注） 

 １ 「株券等の種類」欄には、株券、新株予約権証券又は新株予約権付社債券（これ

らが発行されていない場合にあっては、その種類に応じ、株主権、新株予約権又は

新株予約権付社債）の別を記載する。２において同じ。 

 ２ 「数」欄には、新株予約権付社債券の場合にあっては、その額面金額を記載する。 



 

6 

新 旧 

 様式５所得等報告書（第17条関係） 

   

 

 

 様式５所得等報告書（第17条関係） 

   

 

 

附 則（令和３． ． 改正） 

この改正は、令和３年５月１日から施行する。 

 年  月  日提出  

 

所 得 等 報 告 書                

 

   倫理監督者 殿 

 

（役    職）              

（氏  名）              

  所得金額 基因となった事実 

総 
 
 

合 
 
 

課 
 
 

税 

事業所得   

不動産所得   

利子所得   

配当所得   

給与所得   

雑所得   

譲渡所得   

一時所得   

分 

離 

課 

税 

土地等の事業 雑所得   

短期譲渡所得   

長期譲渡所得   

株式等の事業・譲渡 雑所得   

山林所得   

 

贈与税の課税価額  

 

 （注） 

 「基因となった事実」欄には、「所得金額」欄に１００万円を超える金額が記載された項

に係る「基因となった事実」欄に限り所得の基因となった事実を記載する。 

 年  月  日提出  

 

所 得 等 報 告 書                

 

   倫理監督者 殿 

 

（役    職）              

（氏  名）           印  

  所得金額 基因となった事実 

総 
 
 

合 
 
 

課 
 
 

税 

事業所得   

不動産所得   

利子所得   

配当所得   

給与所得   

雑所得   

譲渡所得   

一時所得   

分 

離 
課 
税 

土地等の事業 雑所得   

短期譲渡所得   

長期譲渡所得   

株式等の事業・譲渡 雑所得   

山林所得   

 

贈与税の課税価額  

 

 （注） 

 「基因となった事実」欄には、「所得金額」欄に１００万円を超える金額が記載された項

に係る「基因となった事実」欄に限り所得の基因となった事実を記載する。 



 

1 

金融商品の取引等に関する規程（平成31年規程第12号）の一部を次のとおり改正する。 

令和３年 月 日改正 

経営委員会 

新 旧 

金融商品の取引等に関する規程 

 

平成31年規程第12号 

平成31年１月21日制定 

令和３年１月14日改正 

令和３年 月 日改正 

 

 

第１条～第11条 略 

 

  

附 則 

略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金融商品の取引等に関する規程 

 

平成31年規程第12号 

平成31年１月21日制定 

令和３年１月14日改正 

 

 

 

第１条～第11条 略 

 

  

附 則 

略 
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新 旧 

 

  

 

 

  

 

（様式１） 

      年  月  日

審査委員会委員長 殿 

報告者 所 属              

役 職              

氏 名             

 

確定拠出年金運用指図報告書 

下記のとおり、金融商品の取引等に関する規程第４条第２項に該当する事由（売却・買付）

が生じましたので報告いたします。 

 

記 

  

種 類 株式・投資信託・その他(    ) 

銘 柄  

数 量  

価 格                         円 

運用指図日 

 

  年  月  日 

 

［売却の際は同一銘柄の直近の取得日、買付の際は同一銘柄 

の直近の売却日］           年  月  日 

確定拠出年金運営

管理機関 

 

 

名 義  

(続柄又は関係        ) 

 

（様式１） 

      年  月  日

審査委員会委員長 殿 

報告者 所 属              

役 職              

氏 名             印

 

確定拠出年金運用指図報告書 

下記のとおり、金融商品の取引等に関する規程第４条第２項に該当する事由（売却・買付）

が生じましたので報告いたします。 

 

記 

  

種 類 株式・投資信託・その他(    ) 

銘 柄  

数 量  

価 格                         円 

運用指図日 

 

  年  月  日 

 

［売却の際は同一銘柄の直近の取得日、買付の際は同一銘柄 

の直近の売却日］           年  月  日 

確定拠出年金運営

管理機関 

 

 

名 義  

(続柄又は関係        ) 
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新 旧 

 

    
 

 

    

 

（様式２） 

      年  月  日

審査委員会委員長 殿 

申請者 所 属              

役 職              

氏 名              

 

特定取引等承認申請書 

下記のとおり、特定取引等（売却・買付）をいたしたく申請いたします。 

なお、下記の特定取引等は、金融商品の取引等に関する規程に違反するものではありません。

 

記 

  

種 類 株式・投資信託・その他(    ) 

銘 柄  

数 量  

価 格                           円 

売買取引予定日 

 

  年  月  日 

［売却の際は同一銘柄の直近の取得日、買付の際は同一銘柄 

の直近の売却日］           年  月  日 

売買発注証券取扱会社 支店名 

取引口座名 (続柄又は関係        ) 

名 義 (続柄又は関係        ) 

(規程第５条に規定する

やむを得ない理由等) 

 

 

（様式２） 

      年  月  日

審査委員会委員長 殿 

申請者 所 属              

役 職              

氏 名             印

 

特定取引等承認申請書 

下記のとおり、特定取引等（売却・買付）をいたしたく申請いたします。 

なお、下記の特定取引等は、金融商品の取引等に関する規程に違反するものではありません。

 

記 

  

種 類 株式・投資信託・その他(    ) 

銘 柄  

数 量  

価 格                           円 

売買取引予定日 

 

  年  月  日 

［売却の際は同一銘柄の直近の取得日、買付の際は同一銘柄 

の直近の売却日］           年  月  日 

売買発注証券取扱会社 支店名 

取引口座名 (続柄又は関係        ) 

名 義 (続柄又は関係        ) 

(規程第５条に規定する

やむを得ない理由等) 

 

 

承認年月日     年  月  日 

 

                      審査委員会委員長 

印 

 

（注）売買約定成立後は、証券会社等が発行する取引報告書の写しを審査委員会に速やかに提出

すること。 



 

4 

附 則（令和３． ． 改正） 

この改正は、令和３年５月１日から施行する。 

 

 

 



 

 

【参考】 

 

 

 

講 演 等 承 認 書 

 

 

            殿 

 

 

     年  月  日付けで申請のあった講演等承認申請（概要は以下のとお

り。）については、倫理規程第12条第１項に基づき承認する。 

 

  申請の概要： 

   

   

   

 

 

       年  月  日 

 

倫理監督者            

倫理管理者            

氏   名            

 

 

※ 保存期間については、許可をした日の属する年度の末日から起算して５年を経過す

る日まで保存すること。 



【参考】 

 

 

 

特定取引等承認書 

 

 

            殿 

 

 

年  月  日付けで申請のあった次の特定取引等承認申請（概要は以下のと

おり。）については、金融商品の取引等に関する規程第５条に定める特定取引等に該当する

ことから、これを承認する。 
 

   申請の概要： 

 

 

 

 

 

承認年月日     年  月  日 

 

                       審査委員会委員長 

氏 名              

 

 

（注）売買約定成立後は、証券会社等が発行する取引報告書の写しを審査委員会に速やか

に提出すること。 


